第８章　製造業
概況　　
　昭和59年工業統計調査結果（従業者４人以上の事業所集計）による大阪府の工業の概要は、以下のとおりである。
　昭和59年12月31日現在の大阪府の稼動事業所数は、４万4350事業所で58年の6.1パーセント増から4.8パーセント（2245事業所）減となった。
　産業別にみると、部門別では、重化学工業部門、軽工業部門ともに減少しており、重化学工業部門で5.0パーセント（1117事業所）減の２万1087事業所、軽工業部門で4.6パーセント（1128事業所）減の２万3263事業所となった。
　業種別では、すべての業種で減少しており、減少率で著しいのは、木材9.8パーセント（94事業所）減、衣服9.2パーセント（278事業所）減、輸送機器9.1パーセント（117事業所）減、ゴム製品6.3パーセント（43事業所）減、鉄鋼6.1パーセント（85事業所）減などとなっている。
　規模別にみると、中規模層で1.1パーセント（43事業所）増加したが、小規模層で5.4パーセント（2285事業所）減､大規模層で1.1パーセント（3事業所）減となった。
　地域別にみると、最も減少率の大きいのは大阪市地域で5.5パーセント（1152事業所）減となっており、以下、北大阪地域5.1パーセント（157事業所）減、東大阪地域5.1パーセント（641事業所）減、南河内地域3.0パーセント（69事業所）減、泉州地域2.9パーセント（226事業所）減の順となっている。
　従業者数は、88万8938人で58年に比べ0.4パーセント（3877人）の減少となった。
　産業別にみると、部門別では、重化学工業部門は0.3パーセント（1516人）増の51万7458人、軽工業部門は1.4パーセント（5393人）減の37万1480人となった。全従業者数に占める重化学工業部門の割合は、58年の57.8パーセントから0.4ポイント上昇して、58.2パーセントとなった。
　業種別では、電気機器4.4パーセント（5117人）増、輸送機器1.8パーセント（692人）増、出版・印刷1.0パーセント（582人）増、化学0.3パーセント（178人）増の４業種で増加となった。減少した業種では、ゴム製品11.6パーセント（1268人）減、木材10.1パーセント（1080人）減、なめし皮5.1パーセント（413人）減、衣服4.2パーセント（1391人）減などが目立っている。
　規模別にみると、大規模層で0.5パーセント（1021人）、中規模層で1.3パーセント（4010人）それぞれ増加したが、小規模層では2.3パーセント（8908人）の減少となった。
　地域別にみると、北大阪地域のみ3.0パーセント（2952人）増加したが、他の４地域は減少しており、東大阪地域0.1パーセント（160人）減、南河内地域0.3パーセント（114人）減、泉州地域1.1パーセント（1646人）減、大阪市地域で1.4パーセント（4909人）減の順となっている。
　昭和59年１年間の製造品出荷額等（以下「出荷額」という。）は21兆3282億円で、58年に比べ5.5パーセント（1兆1124億円）の増加となった。出荷額の伸び率が5パーセントを超えたのは、56年の5.2パーセント増以来である。
　産業別にみると、部門別では、重化学工業部門は7.4パーセント（9923億円）増の14兆3562億円、軽工業部門では1.8パーセント（1200億円）増の６兆9720億円となった。重化学工業部門の伸び率が軽工業部門を上回ったのは、55年以来４年ぶりである。
　業種別では、16業種で増加し、減少は４業種にとどまった。増加した業種では、電気機器14.6パーセント（3813億円）増、輸送機器9.1パーセント（749億円）増、鉄鋼8.5パーセント（1612億円）増、一般機械7.4パーセント（1723億円）増などとなっており、機械関係の業種の伸びが目立っている。
　減少した業種では、ゴム製品12.4パーセント（221億円）減、木材8.7パーセント（159億円）減などが目立っている。なお、木材は４年連続の減少となった。
　規模別にみると、大規模層で7.3パーセント（5535億円）増、中規模層で5.9パーセント（4386億円）増、小規模層で2.3パーセント（1203億円）増となっており、規模層が大きくなるほど、出荷額の伸び率も大きくなっている。
　地域別にみると、すべての地域で増加しており、伸び率は、北大阪地域8.8パーセント（2214億円）増、東大阪地域6.7パーセント（3608億円）増、泉州地域5.1パーセント（2274億円）増、大阪市地域4.0パーセント（2843億円）増、南河内地域2.4パーセント（185億円）増の順となっている。
工業生産活動の動向
　昭和59年の大阪府の工業指数（昭和55年基準・製造工業）は、生産106.9（前年比7.3パーセント増）、出荷116.2（同6.6パーセント増）とそれぞれ増加し、在庫は98.9（同0.7パーセント増）でほぼ横ばいとなった。
　このように、本府の工業生産は、生産指数で58年の0.4パーセント減から59年には7.3パーセント増となり、順調な拡大を続けたが、全国の11.1パーセント増、近畿の9.9パーセント増と比べるとその伸び率にはかなり隔たりがあった。これは電気機械工業が全国の伸び率29.4パーセント増に対して本府は20.6パーセント増、また、一般機械工業も全国の13.2パーセント増に対して本府は6.5パーセント増など機械関係の業種の伸びが全国を下回ったことが原因となっている。
　業種別に生産指数の動きをみると、58年に比べて減少したのは木材・木製品工業、食料品工業の２種類のみで、他の業種は全て増加となった。なかでも、機械工業の伸びが大きく、電気機械工業（同20.6パーセント増）、輸送機械工業（同11.1パーセント増）、精密機械工業（同10.0パーセント増）など機械工業全体で13.3パーセント増となった。
　次に、生産の推移を四半期別に対前期比（季節調整済指数）でみると、57年の横ばい状態を経て、58年の1月から３月期を底にその後上昇に転じ、59年に入っても１月から３月期は3.5パーセント増、４月から６月期は0.6パーセント増、７月から９月期は2.7パーセント増、10月から12月期は1.3パーセント増となった。
